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時間的交通分散を目指した旅行計画提示手法の提案
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概要：交通渋滞は，経済損失を発生させるだけでなく環境へ悪影響も与えるため，その解決が強く求めら
れている．一方，スマートフォン等の普及により位置情報の取得と通信による情報共有が安価に実現でき
るようになっており，得られた交通情報を活用した渋滞解消策が望まれる．本論文は，プローブカー等に
より所要時間のリアルタイムデータの推定や過去の蓄積データが利用可能な状況下において，適切な出発
時刻および経路をユーザに提示することで，時間・空間的に交通量を分散する手法を提案する．さらに，
パーソントリップ調査に基づく実データを用いたシミュレーション実験によりその効果を検証する．
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Abstract: Traffic congestion is a major problem in many modern cities because it causes large economic
losses and negatively affects to the city environment. In the meantime, traffic information has been easily
collectable in real time with popularization of mobile devices that are able to communicate and localize
itself. A solution using the traffic information is desired. In this paper, we propose a method to spread traffic
demand temporally with indication of appropriate departure time and route for user under the situation that
hourly trip time is available in real time by probe cars. In addition, we prove the efficiency of the method
by the traffic simulation using actual data of person trip census.
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1. はじめに

交通渋滞は，全国各地で見られる一般的な社会問題であ

るにもかかわらず，高度成長期から今日に至るまで未解決

のままとなっている．渋滞は，経済損失を発生させるだけ

でなく排気ガス，騒音，振動等による環境負荷も大きい．

特に，軌道交通網の充実していない地方都市においては，
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陸上交通の大部分を道路に依存しており，渋滞によるバス

の利便性低下にともなってバス離れが加速するという負の

循環に陥っている．今後大幅な道路拡張が望めない現状で

は，既存の道路ネットワークをいかに効率良く利用できる

かが重要であり，ITS（高度道路交通システム）を活用し

た交通負荷分散が期待されている．

ITSを用いた交通負荷分散手法として最も期待されてい

るのがスマートフォン等の位置情報の取得と通信が可能な

デバイスを用いて渋滞情報を共有することで迂回を促す方

法である．しかし，道路ネットワークの負荷が交通容量の

上限近い状態に達しているような状況では，迂回経路の交

通容量に余裕がなく迂回による二次的な渋滞の発生やそも

そも迂回経路が存在しないという状況が起こりうる．した

がって，経路を分散させることによる旅行時間の短縮効果
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はあまり期待できないと考えられる．

一方，ピーク時の交通量が容量の上限に近いような地域

においてもその前後の時間帯の交通容量には余裕がある

ことが多く，出発時刻をずらすことによりピーク時の交通

量を減少させることが可能である．これを利用した TDM

（Transportation Demand Management，交通需要マネジ

メント）と呼ばれる政策として，行政によるフレックスタ

イム制や時差出勤・通学等の導入事例が増えてきてはいる

ものの本格的な普及には至っていない．時差と渋滞軽減も

しくは旅行時間軽減の関係が不透明または説明不足である

こと等が原因として考えられる．

本論文では，スマートフォン等により所要時間のリアル

タイムデータおよび蓄積データが共有可能な状況を想定

し，これらの情報を活用することで自動車の利用者（以下，

「利用者」と記述した場合は自動車の利用者を指す）に具体

的な出発時刻および所要時間を提示し時差出勤・通学を促

すシステムを提案する．さらに，マルチエージェントシス

テムによる交通シミュレータを用いた導入効果の評価実験

について報告する．これまで，リアルタイム所要時間の共

有を想定した研究報告においては，仮想ネットワークに対

して乱数により決定された出発地，到着地間の交通需要を

用いたシミュレーション評価が行われている [1], [2]．仮想

データを用いたシミュレーション評価においては，交通量，

道路の交通容量の設定等により一意な結果が得られず，ま

たこれらのパラメータが結果に与える影響が大きいという

問題がある．しかしながら，実データを用いたシミュレー

ション実験はほとんど行われていないようである [3]．そこ

で，本研究では，国土地理院発行の電子地図データおよび

パーソントリップ調査に基づく交通需要を入力データとし

て利用することで実環境に近いシミュレーションを行う．

地域データは，交通渋滞が深刻な社会問題となっている沖

縄県那覇市およびその通勤圏をモデルとした．

沖縄県は軌道交通がほとんどないため，都市部における

渋滞が深刻な問題となっており，交通渋滞の緩和策が強く

求められている．県民 1人あたりの渋滞損失額は全国 4位

となっており，那覇都市圏の混雑時平均旅行速度は，大都

市以下となっている．また，バス路線が不便なため利用率

が低く，県民の 62%が自動車通勤である．さらに，車両 1

台あたりの道路面積が全国平均の約半分であるうえ，依然

として車両台数は増加傾向にある．そのため，つねに道路

整備が追いつかない状況にあり既存道路の有効活用が必

要となっている．一方，島嶼県のため県外からの車両の流

入がなく，大都市圏より交通網の規模が小さいためシミュ

レーション実験に適している．さらに，沖縄県の入域観光

客 550万人（平成 17年）のうち 42%がレンタカーを利用し

ており（レンタカー観光調査報告書 [4]），そのうち 28%が

渋滞情報および迂回路情報の提供を望んでいるという調査

結果がある．1日あたりでは，平均 6千人がレンタカーを

利用していることになるため，レンタカーを用いた大規模

な実証実験を行える可能性がある等様々な展開が期待で

きる．

2. 交通シミュレータ

シミュレータは，筆者らが独自に開発したソフトウェ

ア [5]をベースに構築したものを用いる．

2.1 地域データ

シミュレーションに用いた地域データは，那覇通勤圏の

市町村をモデルとして構築した（表 1）．本論文では，那覇

市内へのトリップ数が比較的多い，うるま市以南の沖縄本

島中南部の市町村を那覇通勤圏と表現している．

2.2 道路モデル

道路網データは，国土地理院発行の数値地図 1/25000を

基に構築し，道路幅等の情報を基に手作業で通勤に影響が

少ないと思われる小路を削除したものを用いた．作成した

道路網データを図 1 に示す．自由流速度，交通容量等の属

性は「第 3回沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査

報告書 [6]（以下，PT報告書）」を参考に設定した．

2.3 交通需要の推定

交通需要は，PT報告書の調査時に作成されたマスタデー

タより自家用車および貨物車のトリップを抽出し作成した．

旅行目的は限定せず全目的としている．車両の流入および

流出が行われるセントロイドは，特定のノードを作成せず

表 1 地域データのパラメータ

Table 1 Specifications of the model used by the traffic simu-

lation.

ノード数 639

リンク数 2006

リンク総延長 376 km

総トリップ数 1,455,525

図 1 シミュレーションで利用する道路ネットワーク

Fig. 1 the road network of south central Okinawa used by the

simulations.
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高速道路を除く全ノードから車両の流出入が行われるこ

ととした．マスタデータには，出発地および到着地の情報

（以下，OD）がゾーンと呼ばれる調査単位（地域区分）で

記述されておりゾーンより詳細な位置は不明なため，ゾー

ン内では一様分布していると想定し配分を行った．実際の

交通需要は，所要時間等に依存して変動するとされるが，

需要に変動を与えるほどの大きな所要時間の変化はおきな

いと考え OD交通量を固定として扱う．出発時刻は，マス

タデータに従う．

2.4 経路配分

交通の利用者が選択可能な経路の所要コストを知ってい

ると仮定した場合，利用者は最もコストの低い経路を選択

する（Wardropの第 1原則 [8]）．一方，道路は，利用者が

増加するほど渋滞等による所要コストが増加する．そのた

め，すべての利用者が最短経路を選択した場合，交通の集

中により所要コストが増加し，もはや選択された経路は利

用者にとって（コストの点で）最短経路ではなくなる．こ

れを繰り返すことで，「それぞれの出発地と目的地の間に

複数存在する経路の中で，利用されている経路のコストは

等しく，利用されていない経路のコストはそれと等しいか

大きい」状態に落ち着くとされており，このような配分は

利用者均衡配分と呼ばれている．本研究では，OD間経路

交通量は，利用者均衡配分および積み重ねによる方法 [9]

により決定する．

高速道路は，旅行時間に利用コストを時間換算したもの

を上乗せすることで表現した．

2.5 車両追従モデル

交通流は，ドライバの振舞いをモデル化した Driver-

Vehicle Unit（DVU）を構成要素としたマルチ・エージェ

ント・システムとして表現される．本シミュレータにおけ

る DVUは，Gazis-Herman-Rotheryモデル [10]をベース

として先行車両がいない場合の加速項と先行車両への衝突

を防ぐ減速項を追加したモデルである．詳細は異なるが，

PARAMICS [11]が同様のモデルを用いている．また，よ

り現実に即した様々なモデルが提唱されている [12]が，本

研究は局所的な渋滞箇所の推定ではなく広域的な旅行時間

の推定を目的とするため計算負荷を考慮してシンプルなモ

デルを採用した．DVUは，以下の 3つの振舞いをモデル

化している．

• 加速状態：前方に十分な空きがあれば最大加速度 A1

で加速する．

• 減速状態：前方に車両が接近している場合，衝突しな
いように減速時の最大加速度 A2 で減速する．

• 追従状態：前方の車間距離が適切な場合，前方車両の
速度 ẋ0(t)に近づける．

渋滞波を再現するための反応遅れ時間 T を導入し，加速

度 ẍ1(t + T )は次のようになる．

ẍ1(t + T ) = aA1 + bA2 + (1 − a − b)f (1)

f = α
{ẋ1(t)}m

gl
(ẋ0(t) − ẋ1(t)) (2)

a = R

(
g − D(ẋ0(t), ẋ1(t) + A1)

β

)
(3)

b = R

(
{D(ẋ0(t), ẋ1(t)) − g} ẋ1(t)

γ

)
(4)

g = x0(t) − x1(t) (5)

R(z) =

⎧⎪⎪⎨
⎪⎪⎩

0 (z < 0)

1 (z > 1)

z (other)

(6)

ここで，x0(t)，x1(t)は，前方車両の位置，自車の位置，

A1，A2 は，加速時の最大加速度，減速時の最大加速度を

表す．D(ẋ0, ẋ1)は，速度 ẋ1 の車両が加速度 A2 で減速す

る前方の速度 ẋ0 の車両に対して安全に停止可能な車間距

離，m，l，α，β，γ は，パラメータである．

g は，前方車両と自車の車頭間隔を表す．aは，前方の

ギャップ（空き状況）に応じた加速係数であり，十分に

ギャップがある場合に 1，ある程度接近すると 0となる．

β は，ドライバの加速特性を表しており前方のギャップ

に対する加速度合いを表す．b は，減速係数であり，十

分ギャップがある場合 0，ある程度接近すると 1となる．

また，速度が高い程前方ギャップに対してセンシティブ

に減速する．速度に対する応答性を γ で調整する．f は，

Gazis-Herman-Rotheryモデルであり，追従状態における

速度調整を行う．Rは，飽和関数である．

2.6 交差点モデル

交差点の処理には，全車両が一時停止し，右左折直進に

関係なく進行先の路線が開いていれば自由に流入できる交

差点モデルを用いた．この方法では，信号の切替えが発生

しないため切替えタイミングに渋滞状況が影響されること

がない．通常，交差点には信号機が設置されており時分割

で路線間の接続が変化する．信号機のタイミングによって

交通渋滞の発生箇所・規模が大きく変化するため，信号に

よる制御を用いる場合は，切替えタイミングについて慎重

に検討する必要がある．さらに，右左折専用信号機や時差

式信号機等，様々な方式が混在するため，実世界のすべて

の信号機を正確に再現するのは非常に困難である．

ただし，すべての車両を一定時間交差点で停止させた場

合，渋滞時に前方車両の一時停止の影響を受けて後続車量

の待ち時間が過剰になってしまうため，本シミュレータで

は筆者らが提案した交差点における遅れ時間モデルを導入

する．

遅れ時間モデルについて以下に述べる．

( 1 ) 各リンクについて，リンクの両端間の最短旅行時間

LTmin（リンクの最高速度で移動した場合の所要時
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間）に信号による平均遅れ時間 Dsig を加えた時間

ITmin = LTmin + Dsig を算出しておく．

( 2 ) 車両がリンクに進入してからの経過時間を tlink とし

たとき，ITmin ≤ tlink を満たすまで交差点で一時停止

する．

後続車両は，前方車両の一時停止の影響でリンク内経過

時間 tlink が伸びるため上記 ( 2 )の停止時間が減少する．

そのため，車両の多少にかかわらず交差点による一定時

間の遅れを表現することができる．筆者らは，予備実験に

より全車両を一定時間交差点で停止させるモデルと比較

して再現性が向上することを確認している．将来的には，

Webster’s two term formula [13]に従って交差点ごとの待

ち時間を算出することで再現性の向上が期待できる．

2.7 現況再現性評価

用意した地域データに対して，リンク交通量，OD旅行

時間，時間帯別平均旅行時間，時間帯別 OD旅行時間の 4

項目について PT調査との相関を確認することで現況再現

性の評価を行った．

2.7.1 パラメータ設定

静的シミュレーション（OD間交通量の決定まで）を実

行するうえで，「各リンクの交通容量」および「各リンクの

自由流速度」が適切に設定されている必要がある．これら

のパラメータ設定は，PT報告書で用いられているものを

ベースとして，若干の修正を加えた値を用いている．

一方，ミクロシミュレーションにおいては，2.5 節にお

けるパラメータ T，m，l，α，β，γ を設定する必要があ

る．本研究では，T = 1，m = 1，l = 1，α = 0.5，β = 5，

γ = 100km/h とした．また，2.6 節の遅れ時間 Dsig は，

30秒とした．これらの値は，試行錯誤的に決定しているた

め，より高い再現性を示すパラメータが存在する可能性が

ある．

2.7.2 リンク交通量

2.1 節で述べたシミュレーション環境下で利用者均衡配

分を用いて推定したリンク交通量と平成 17年度道路交通

センサスの一般交通量調査（24時間）結果の相関を図 2 に

示す．同センサスで調査対象となっている箇所の交通量に

ついて，縦軸を観測値，横軸をシミュレーションによる推

定値としてプロットした．測定箇所は 149カ所，単位は交

通量である．相関係数は 0.95でありリンク交通量に関して

良好な推定結果が得られた．TDMを利用しない一般車両

（4.1.1 項における UEモデル）の経路は，利用者均衡配分

によって推定されたリンク交通量に基づき決定する．ネッ

トワーク全体の交通負荷や平均旅行時間，渋滞発生箇所等

に大きな影響を与えるため，リンク交通量の実観測データ

との相関は，シミュレーションの精度を表す良い指標と

なる．

図 2 道路交通センサスのリンク交通量との相関

Fig. 2 Correlation between estimated and observed link traffic.

2.7.3 OD旅行時間の補正

比較対象となる PT 報告書において調査された OD 旅

行時間は，door-to-doorの所要時間である．一方，シミュ

レーションにおいては，ゾーン内のいずれかのノードが

出発・目的地となるため，OD旅行時間が過小評価される

傾向がある（ノードは，比較的大きな通りの交差点に相当

する）．特に，郊外はゾーンが大きく設定されているため

ゾーン内の移動時間による誤差が大きくなる．そこで，本

評価実験では，ゾーンの形状を円で近似した以下の式によ

りゾーン内移動距離 dを推定し OD旅行時間を補正した．

d = k
√

S (7)

ここで，S はゾーンの面積，k はゾーン内移動距離の調整

係数（本実験では k = 2/π）である．

2.7.4 OD旅行時間

図 3 に，午前 7時 30分から午前 8時 30分までに到着し

た車両のシミュレーションにおける OD旅行時間と PT報

告書における調査結果との相関を示す．同時間帯に到着す

る各車両の旅行時間について，調査結果，シミュレーショ

ン結果をそれぞれ縦軸，横軸としてプロットした．相関係

数：0.79，平均誤差率：0.24であり，おおむね良い相関を

示している．PT調査における旅行時間は，アンケート調

査によるものであるため旅行時間の精度にばらつきがある

ことに注意する必要がある．同時間帯は最も交通量の多い

時間帯であるため，当該時間帯の旅行時間の再現性が高さ

は，マルチエージェントシミュレーションにおける交通容

量が適切に設定されていることを示している．

2.7.5 時間帯別平均旅行時間

時間帯別の平均旅行時間の推定値と測定値（パーソント

リップ調査結果より作成）を図 4 に示す．ピーク時の旅行

時間が若干過大であるもののおおむね一致している．ピー

ク時間外の旅行時間の再現性は，自由流旅行速度および交
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図 3 ピーク時間帯における OD 旅行時間の相関（7:30～8:30）

Fig. 3 Correlation between estimated and observed trip-time

in peak time.

図 4 時間帯別平均旅行時間

Fig. 4 Hourly mean trip time.

差点の遅れ時間に対する感度が高いため，これらのパラ

メータに対する評価と考えることができる．

2.7.6 時系列OD旅行時間の相関

図 5 は，シミュレーション中に現在時刻から 1時間以

内に到着した車両の旅行時間と PT報告書の測定値に対す

る相関係数および平均誤差率を時系列にプロットしたグラ

フである．相関係数は，終日 0.70前後で安定しており，良

好な相関を示している．平均誤差率は，0.30前後で推移し

ていることから推定値と測定値に大きな乖離がない結果と

なっている．ピーク時間帯，ピーク時間外ともに相関係数

が安定して推移していることから，道路の交通容量，自由

流旅行速度，交差点遅れ時間の設定が適切であることが分

かる．

図 5 時系列 OD 旅行時間の相関および誤差率

Fig. 5 Time series correlation coefficient of OD trip time.

3. 旅行計画提示手法

3.1 交通需要マネジメント手法

交通需要マネジメントとは，自動車や公共交通の利用効

率を高めるために交通行動の変更を利用者に促す政策であ

り，既存の交通インフラの利用効率を改善することで混雑

の解消を狙うものである．利用者のどの交通行動の変化を

促すかにより様々な方策が実施されている．本研究では，

このうち「時間帯の変更」および「経路の変更」を利用者

に促す手法を提案する．

3.2 実施されている TDMの例

3.2.1 時間帯の変更

朝夕の通勤時間帯等の交通をピーク時間外にシフトさせ

ることで，時間的な分散を狙うものである．広島市におい

て平成 7年より官公庁および民間企業による時差出勤が推

進され渋滞長が減少した事例がある [14]．一般的には，行

政が企業等にフレックスタイム制の採用を呼びかけたり，

職員や民間企業の従業員に対して時差出勤を依頼したりす

る形で実現されることが多い．

3.2.2 経路の変更

渋滞の激しい路線の利用者に他の経路の利用を促すこと

で，空間的な分散を狙うものである．平成 9年に浜松市で

行政主導の通勤経路変更実験が行われ一定の成果をあげ

ている [14]．プローブカーや VICS等の交通情報を利用し

たカーナビによる迂回も同様の効果を狙ったものであり

TDMの一種と考えることができる．

3.2.3 手段の変更

公共交通の利用を促し，自動車交通の減少を狙うもので

ある．パーク&ライド，公共交通の充実，自転車の環境整

備等が様々な自治体で実施されている．ただし，利便性の

点で劣ることが多いため心理的な抵抗は最も大きいと考え

られる．
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3.3 提案手法

本論文では，利用者の合理的な判断により経路および時

間帯の変更を促すための情報提示方法を提案する．経路の

変更に関しては，これまで様々な研究において仮定されて

いるように，現状よりもより所要時間が短い経路を提示す

ることで利用者はその経路を選択するであろうことを期待

する．しかしながら，時間帯の変更を促す場合，変更でき

る余地は限られていると考えられるので，利用者が選択可

能な範囲内で出発時刻の提示を行うことが重要である．た

とえば，朝の通勤時間帯を想定した場合，一般に出発時刻

を早めるほど交通量が減少し所要時間が短くなるが，対価

として利用者の自由時間を失うことになる．したがって，

失われる自由時間の許容範囲について検討する必要があ

る．一方，出発時刻を遅らせることができれば自由時間を

失うことなく所要時間の減少が期待できるが，（出勤時に

限っていえば）通常は始業時間に合わせて出発時刻を決定

していると考えられるため後方への調整は困難である．

そこで，本研究では，利用者が受け入れ可能な出発時差

の評価指標として所要時間の短縮時間との比較により時差

を決定する手法を提案する．提案手法は，移動中の時間と

それ以外の時間は等価ではなく，移動していない時間のほ

うがより価値が高いと判断する人が多いであろうとの仮定

に基づいている．すなわち，以下の条件を満たす場合に，

時間帯の変更を受け入れると想定する．

x < αy (8)

ここで，xは本来出発するべき時間との時差，y は，時差

xで出発することで短縮される所要時間．αは，移動の有

無による時間価値の係数である．

3.4 想定する情報提示システム

提案手法は，毎日，同時刻，同経路で通勤または通学す

るドライバを利用者として想定している．利用者は，あら

かじめ出発予定時刻，出発地，到着地をシステムに入力し

ておく．初回利用時は，情報提示を受けずにこれまで利用

していた経路で通勤を行い，基本所要時間を計測する．2

回目以降は，3.6 節に述べる手法により式 (8)を満たし，最

短時間で移動できると推測される出発時刻および推定所要

時間を携帯端末に提示し，かつ 3.5 節で述べる計測手法に

より得られる再短時間経路を提示する．

3.5 所要時間の計測

TDMとして上記のような行動変化が利用者や社会に利

益をもたらすためには，行動変化の結果が交通網に与える

影響を正確に予測し信頼性の高い情報を利用者に提示する

ことが重要である．TDMにより利用者が得られる利益は

「旅行時間の減少」であるため，利用者の自発的な行動変化

を促すためには，旅行時間を高精度に推定し利用者が得ら

れる利益を正確に予測する仕組みが必要となる．そこで，

本研究では，スマートフォンに代表される位置情報計測機

能付き通信デバイスが普及し，一定割合の車両がプローブ

カーとしてリンク旅行時間を計測および情報提供している

状況を想定する．1分ごとに交差点を通過する車両のリン

ク所要時間を集計し平均値がリンク所要時間として共有さ

れる．1台も車両が通過しなかった場合は，自由旅行時間

をリンク所要時間とする．さらに 5分ごとに集計を行い時

間帯別リンク所要時間（蓄積データ）として保存しておき，

翌日に時間帯別リンク所要時間の予測値として利用する．

3.6 出発時刻の決定

3.5 節で述べたように，プローブカーにより時間帯ごと

の全リンクの所要時間が測定され記録されているのでこれ

らの蓄積データを用いることで出発時間帯を変更した場合

に短縮される所要時間を予測することが可能である．以下

の手順により利用者に提示する出発時刻を決定する．

( 1 ) 現在時刻から n分以内に出発する車両を抜き出す．

( 2 ) 現在時刻から利用者が入力した出発予定時刻まで p分

刻みで出発時刻を x分だけ早い方にシフトした場合の

所要時間を算出し，3.4 節の基本所要時間との差を y

とする．ただし，シフト時の所要時間が基本所要時間

を上回る場合は，y = 0とする．

( 3 ) 式 (8)を満たし，yが最大となるような xを求める．

( 4 ) 出発予定時刻を x 分早めた時刻，推定所要時間，推

定最短時間経路を利用者に提示する．また，n = 30

（分），p = 5（分）とした．

αの値には，議論の余地がおおいにあろうと思われるが

実験的に本研究では α = 2とした．

4. シミュレーション実験

4.1 行動変更モデル

利用者の行動変更モデルとして 3 種類のケースを想定

し，シミュレーション実験を行った．行動変更モデルの詳

細を以下に述べる．

4.1.1 利用者均衡モデル（UE）

利用者均衡配分（User Equilibrium：UEと表記）の結果

として得られた経路を選択し，途中で経路の変更は行わな

い．出発時刻は入力データ（パーソントリップ調査）に従

う．UEモデルは，TDMに参加しない一般的な利用者を

モデル化したものである．最短経路ではなく，2.4 節で述

べた均衡状態における経路を選択する．最短経路のみを利

用するモデルと比較して，より多くの経路が利用されるの

で局所的な激しい渋滞が発生しにくくなる．一方，OD間

で利用される経路の旅行時間はほぼ等しくなるため，迂回

のメリットが失われ，後に述べる動的に経路を選択するモ

デルの有効性は減少すると考えられる．

利用者均衡配分は，多くの交通シミュレータで利用され
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ており多くの実務において現況再現性の高さが確認されて

いる．したがって，より現実に近い交通状況が再現できる．

4.1.2 最短時間経路モデル（ST）

最短時間経路モデル（Shortest Time Route：STと表記）

の車両は，3.5 節で述べた仕組みにより得られたリンク所

要時間から得られる最短時間経路を選択する．交差点に到

達するたびに経路の再探索を行うので経路が動的に変化

する．

4.1.3 時差出勤モデル（SS）

時差出勤モデル（Staggered Shifts：SSと表記）は，TDM

による時差出勤を受け入れている利用者をモデル化したも

のである．3.3 節で述べた手法により提示された時刻に出

発する．ただし，正確に提示された時刻に出発することは

現実的ではないので，提示時刻を平均とした正規乱数で得

られる時刻に出発する．乱数の標準偏差は試験的に 5分と

した．出発直前にその時点のリンク所要時間を用いて得ら

れた最短時間経路を選択する．また，時差出勤の効果を確

認するため STモデルと同様に，交差点に到達するたびに

経路の再探索を行うモデルとした．

4.2 普及にともなう有効性の評価

リンク所要時間を計測するプローブカーが 30%存在し

ている状況で，ST，SSの存在比率を変更しそれぞれの行

動変更モデルの有用性を考察する．プローブカーは，リン

ク所要時間の計測および情報提供に同意している車両であ

る．行動変更モデルとは関係なく 30%存在している*1とし

た．SSモデルは，前日の時間帯別リンク旅行時間（シミュ

レーションにおいては 1つ前のシミュレーション時の旅行

時間）を利用するため，試行回数により旅行時間が若干変

化する．本実験では，4回試行し平均値を用いた．

4.2.1 システム利用者の平均旅行時間

平均旅行時間の変化は，相対的な道路の利用効率の変化

を示す重要な指標であるため，図 6 に，行動変化モデル

別，混在率別の平均旅行時間を整理した．SS，STが同時

に存在しているのではなく，それぞれが 0%から 70%存在

し残りすべてがUEモデルである状況下の SSおよび STモ

デルの平均旅行時間を示している．混在率 0%とは，すべ

て UEモデルで構成される道路状況であり，TDMを導入

していない状況での旅行時間となる．グラフから，混在率

10%，30%，50%の状況では SSモデルの利得が大きいこと

が分かる．また，SS，STモデルともに，混在率が一定以上

増加すると旅行時間が改善されないという結果となった．

4.2.2 社会全体の平均旅行時間

図 7 は，4.2.1項と同様の統計をシミュレーション中の

*1 予備実験において，プローブカーの存在割合を 10%，30%，50%，
70%として STモデルの平均旅行時間を算出したところ，旅行時
間にほとんど変化が見られたかったことから，本実験では 30%存
在する状況を想定した．

図 6 行動変更モデル別，存在比率に対するシステム利用者平均旅行

時間（秒）

Fig. 6 Mean trip time (second) of each behavior changing

model for mix rate.

図 7 行動変更モデル別，存在比率に対する全体平均旅行時間（秒）

Fig. 7 Mean trip time (second) of each behavior changing

model for mix rate.

すべての車両の平均旅行時間について実施したものであ

る．UEモデルのみの平均旅行時間と比較することで社会

全体で得られる利得を考察できる．SSモデルは，システム

利用者の利得が混在率の上昇にともない悪化しているのに

対して，社会全体の利得は 50%がピークとなっている．

4.3 出発時間帯別利得

図 8 は，SSモデルまたは STモデルが 30%存在してい

る状況で，出発時間帯別に全車両（SSモデルおよび STモ

デルを含む）が得られる利得（すべてが UEモデルである

状況に対して短縮された所要時間）を示す．全モデル共通

して早朝に出発する利用者の利得が少ないのは，早朝時間

帯は交通量が少ないため迂回の効果が少ないためであると

考えられる．一方，混雑のピーク時間帯である 7時から 8

時台は，SS，STともに大きく旅行時間が改善される結果
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図 8 左：SS モデルと全車両の時間帯別利得，右：ST モデルと全車両の時間帯別利得

（ともに混在率 30%，all は SS または ST モデルを含む全車両）

Fig. 8 Left : Hourly benefit of SS model and all of vehicles, right: Hourly benefit of

ST model and all of vehicles (mix rate:30%).

図 9 利得の分布

Fig. 9 Histogram of amount of trip time benefit.

となった．

また，SSモデルは，出発時刻が早くなるため 7時台の

旅行時間が大きく改善されているが 8時台の利得は減少し

ている．車両全体の利得は，STモデル混入時と比較して

8時台の利得はほぼ同等である一方で，7時台の利得が高

いことから時差出勤の効果が現れていると考えられる．

4.4 利得の分布

SS，ST両モデルの特性を見るために，利用者が得られ

る利得の分布を図 9 に示す．縦軸は車両台数（対数表示），

横軸は，旅行時間の変化（分）を表している．SSモデル

は，旅行時間が大きく改善された利用者が多い反面，旅行

時間が増加した割合も多いことが分かる．

4.5 変更された出発時刻の分布

SSモデルは，出発時間を変更することで旅行時間の短縮

を図るモデルであるが，変更された時間は利用者にとって

は損失であると考えることもできる．図 10 は，システム

図 10 出発時刻の変化の分布

Fig. 10 Histogram of amount of departure time change for SS.

の提案時刻を考慮して実際に出発した時差の分布を示す．

評価実験では，5分単位で時差出勤を提案するシステムを

想定しているが，SSモデルは，システムの提案時刻に対し

て正規分布の誤差を含む時刻に出発するため，図 10 のよ

うな結果となっている．

結果から 5分前後の時差出勤を行った利用者が最も多い

ことが分かる．一方，24分以上の時差出勤はほとんど行わ

れていない．

5. 考察

図 6，図 7 は，存在割合が 50%を下回る状況において，

SSモデルが STモデルに対して有効性が高いことを示し

ている．一方で，SSモデルの普及率が 50%を超えると SS

モデル利用者の利得が減少し，70%を超えると社会全体の

利得が減少する．混在率が高い場合，多くの車両が同一の

渋滞情報に基づいて迂回することで，迂回路が渋滞し，か

えって旅行時間が長くなる状況に陥っていると考えられる．

従来研究でも同様の報告 [15]があり，経路情報を共有する

ことで副次的な渋滞を回避する試みも行われている [1]．提

案手法においても，同一情報に基づき出発時刻を変更する
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図 11 SS モデルの混在率別コスト（秒）・利得（秒）・費用対効果

Fig. 11 Cost-effectiveness, cost and benefit for mix rate of SS.

ため同一時間帯に時間的な意味での迂回車両が集中し旅行

時間の改善が見られなくなったと考えられる．空間的だけ

でなく，時間的な集中の回避も今後の課題である．

図 11 は，SSモデルの混在率別のコスト（平均時差），

利得（短縮された旅行時間の平均），費用対効果（利得/コ

スト）を示している．SSモデルは，混在率の上昇にともな

い利得が減少しコストが若干上昇するため，普及にともな

い費用対効果が悪化するという結果となった．これも，前

述したような時間的な集中の回避を行うアルゴリズムを開

発することで回避できると考えられる．また，費用対効果

の逆数は，3.6 節の αに相当する．実験では，α = 2とし

たが，結果は 3～4.5となっておりシステムが提示した時刻

に出発しても必ずしも提示された利得が得られていないこ

とを示している．現段階では，単純に前日のリンク所要時

間に基づき時差出勤時の旅行時間を推定しているが，他の

利用者が時差出勤することで蓄積されたリンク所要時間と

実際の時間に誤差が生じるため，全利用者の時差を考慮し

て最適な出発時刻を決定することが必要である．

一方，時間帯別の利得（図 8）から混雑時間帯に通行す

る利用者は大きな利得を得ていることが分かる．グラフと

して示してはいないが，コスト（出勤時差）は時間帯にか

かわらず一定の値であった．このことから，交通状況によ

り費用対効果の増減があると考えられる．したがって，交

通状況により提示する時差を調整し，費用対効果の低い時

間帯については，時差出勤を行わず空間的分散のみを指示

することで全体の効用を増加させることができるかもしれ

ない．

本研究では，通勤・通学を対象としたシステムを想定し

たが，旅行目的によっては出発時刻に関する自由度が比較

的高いもの（たとえばレジャー，買い物等）もあるため，

旅行目的別に出発時刻の調整幅を変動させることも現実的

であると思われる．

今後，TDMに対する社会の理解が進みフレックスタイ

ム制を導入する企業が増加するならば，出発時刻を遅らせ

ることによるピークシフトも可能であると考えられる．こ

のような状況を想定した実験についても今後進めていく必

要がある．

6. おわりに

本論文では，多数のプローブカーにより旅行時間がある

程度推定可能な状況下において，適切な出発時刻および経

路を利用者に提示することで時間・空間的に交通の負荷分

散を促す手法を提案した．提案手法の効果を検証するた

め，空間的な分散のみを行う最短時間経路モデルを用意し，

沖縄県那覇市通勤圏をモデルとして構築した地域データを

用いたシミュレーション実験により効率性について比較を

行った．提案手法の旅行時間の短縮効果，出発時刻の変更

の程度について検証することで有効性を確認した．
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